
                                   

 

株主議決権行使状況の概要（平成 21年 4月～6月） 

 
 
１．国内株式 

パッシブ運用受託機関７社、アクティブ運用受託機関8社 1

反対件数が最も多い議案は取締役の選任であり、反対の割合が高い議案はライ

ツプラン（事前警告型、信託型）

 
      
(1)概況 

全ての運用受託機関が株主議決権を行使している。 

2

 

、退任役員の退職慰労金の贈呈、続いて、社外

監査役の選任等、ストックオプションの付与となっている。 
 

(2)会社機関に関する議案 

取締役等の選任については、主に次のような場合に反対が行われている。 
ア 社外取締役等の員数やその独立性に問題があると判断された場合 
イ 業績の悪化に経営責任があると判断された場合 
ウ 反社会的行為が行われ、管理上の問題等があると判断された場合 
  

(3)役員報酬等に関する議案 

退職慰労金の贈呈議案に関しては、昨年度に引き続き制度自体を廃止した企業

が増加したことから議案数が減少しているが、社外取締役、社外監査役等への贈

呈を含む議案に反対する例が多くみられる。 
また、ストックオプションの付与に関する議案については、社外取締役及び社

外監査役への付与に反対する例が多くみられる。 
 

(4)定款変更に関する議案 

   定款変更に関する議案は、昨年度に比べ増加している。これは、株式の電子化

の実施により、定款から株券の発行に関する規定を削除する内容の議案が増えた

ことによるものである。 
発行可能株式総数の拡大等に関して反対している例が多くみられる。 

                                                   
1 アクティブ運用受託機関の数は、パッシブ運用受託機関と重複する社を控除したもの。 
 
2 ライツプランとは、買収者だけが行使できないという差別的行使条件を付した新株予約権を、全株主に無償で割り

当てて、買収者以外の全株主に時価を大幅に下回る価格で株式を取得させ、買収者の持株割合を低下させるもので

ある。 
なお、国内においては事前警告型と信託型があり、事前警告型は、買収者登場時に講じる買収防衛策について、

平時のうちに開示し事前警告を行い、買収者登場後に新株予約権を発行するものをいい、信託型は、平時のうちに

新株予約権を信託銀行の信託勘定に対して発行し、買収者登場時に信託銀行から株主に対して新株予約権を交付す

るものをいう。 
 



                                   

 
 
(5)買収防衛策に関する議案 

買収防衛策の議案数は、昨年度から減少している。買収防衛策の新規導入は一

巡したとみられ、昨年度と比較して更新の議案が中心になっていることによるも

のである。 
複数の運用受託機関が行使基準の厳格化を図ったこともあり、反対した割合が

増えている。反対の理由としては、企業価値、株主価値の確保に疑義がある場合

や、発動、解除を検討する独立委員会の独立性に疑義がある場合等が多くみられ

る。 
 
（6）その他 

株主提案については、全ての運用受託機関が精査の対象にしている。 
株主提案に賛成する割合は高くはないが、昨年同様、役員報酬等の個別開示に

関する定款変更の議案に賛成した例等がみられる。 
 
 
 

２．外国株式 
パッシブ運用受託機関7 社、アクティブ運用受託機関 11社 3

                                                   
3 前頁脚注１と同じ。 

 
 
(1)概況 

全ての運用受託機関が株主議決権を行使している。 
反対件数が多い議案は、取締役の選任、合併・営業譲渡等、ストックオプショ

ンの付与、財務諸表・法定報告書の承認等であり、反対の割合が高い議案は、退

任役員の退職慰労金の贈呈、ライツプラン、合併・営業譲渡等、ストックオプシ

ョンの付与となっている。 
なお、昨年度にはいわゆる金融危機が発生し役員等の高額報酬に注目が集まる

中、セイ・オン・ペイ（役員報酬について、株主から賛否の意思表示をする拘束

力のない諮問型投票のこと）導入を求める株主提案がなされ多くの賛成票が投じ

られたことから、昨年度に比べ株主提案への賛成割合が増えている。 
 

(2)行使対象国 

一部の投資対象国について議決権を行使していない運用受託機関が１１社あ

るが、これらの社はその理由としてシェアブロッキング制度（株主総会が終了す

るまでの一定期間、議決権を行使する株主の株式売買が凍結される制度）による

規制等を挙げている。 
 



                                   

 
 

(3)議決権行使コンサルタントの活用 

全ての運用受託機関で議決権行使コンサルタントを利用している 4

                                                   
4 国内株式の場合、議決権コンサルタントを利用する運用受託機関は９社である。 

。自社にお

ける行使判断のための情報の提供を受けるケースやガイドラインを示して議決

権行使コンサルタントに行使判断を委託するケース等、利用形態は様々である。 
議決権行使コンサルタントを利用する理由としては、専門的能力の活用のほか、

第三者の判断を組み入れることにより利益相反を回避すること等が挙げられて

いる。 
 
 
３．議決権行使に関する課題（各運用受託機関から挙げられたもの） 

 
(1)国内株式 

株主総会集中時の対応、企業とのコミュニケーションの向上等 
 
(2)外国株式 

各国の法制度・慣習等の把握、行使対象国を拡大すること等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



１．国内株式の状況

（１）運用受託機関の対応状況

   すべての運用受託機関（15社、28ファンド）で議決権を行使している。

（２）議案別行使状況
（単位：延べ議案件数）

124,597 124,145 113,842 10,303 452 14 438

(100.0%) (91.7%) (8.3%) (100.0%) (3.1%) (96.9%)

14,161 13,978 11,708 2,270 183 6 177

(100.0%) (83.8%) (16.2%) (100.0%) (3.3%) (96.7%)

16,754 16,738 14,349 2,389 16 0 16

(100.0%) (85.7%) (14.3%) (100.0%) (0.0%) (100.0%)

11,012 10,997 8,821 2,176 15 0 15

(100.0%) (80.2%) (19.8%) (100.0%) (0.0%) (100.0%)

375 375 373 2 0 0 0

(100.0%) (99.5%) (0.5%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

884 863 844 19 21 0 21

(100.0%) (97.8%) (2.2%) (100.0%) (0.0%) (100.0%)

2,098 2,098 2,041 57 0 0 0

(100.0%) (97.3%) (2.7%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

4,415 4,415 2,901 1,514 0 0 0

(100.0%) (65.7%) (34.3%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

1,704 1,704 1,372 332 0 0 0

(100.0%) (80.5%) (19.5%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

10,516 10,424 10,303 121 92 0 92

(100.0%) (98.8%) (1.2%) (100.0%) (0.0%) (100.0%)

142 127 121 6 15 2 13

(100.0%) (95.3%) (4.7%) (100.0%) (13.3%) (86.7%)

321 321 321 0 0 0 0

(100.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

15,840 15,101 14,827 274 739 24 715

(100.0%) (98.2%) (1.8%) (100.0%) (3.2%) (96.8%)

1,077 1,077 628 449 0 0 0

(100.0%) (58.3%) (41.7%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

1 1 0 1 0 0 0

(100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

212 189 184 5 23 2 21

(100.0%) (97.4%) (2.6%) (100.0%) (8.7%) (91.3%)

178,936 177,578 162,106 15,472 1,358 42 1,316

(100.0%) (91.3%) (8.7%) (100.0%) (3.1%) (96.9%)

※（ ）内は各議案の計に対する割合

役員賞与

うち社外監査役

会社提案

議案
行　使
総件数

監査役の選任

うち社外取締役

会社機関に関
する議案

役員報酬等に
関する議案

取締役の選任

会計監査人の選任

役員報酬

退任役員の退職慰労金
の贈呈

ストックオプションの付与

剰余金の配当

自己株式取得

合併・営業譲渡・譲受、会
社分割等

定款変更に関する議案

合 計

買収防衛策
(ライツプラン)

事前警告型

信託型

資本政策に関
する議案
（定款変更に
関する議案を
除く）

行使
件数計

賛成 反対

平成2１年度株主議決権行使状況報告（平成2１年4月～6月）

株主提案

※利益相反等の理由により、不行使となった１３２件は含まない。

その他議案 その他の議案

行使
件数計

賛成 反対



２．外国株式の状況

（１）運用受託機関の対応状況

   すべての運用受託機関（18社、21ファンド）で議決権を行使している。

○議決権行使した18社にかかる行使状況

8社 (42.1%) 9ﾌｧﾝﾄﾞ (42.9%)

11社 (57.9%) 12ﾌｧﾝﾄﾞ (57.1%)

（注1）1社において運用の再委任先（2ファンド）において株主議決権の行使方針が異なるため、2社としてカウントしていることから合計

　　　が18社となりません。

（注2）割合は合計（19社、21ﾌｧﾝﾄﾞ）に対する数値です。

（２）議案別行使状況
（単位：延べ議案件数）

60,983 60,571 56,087 4,484 412 178 234

(100.0%) (92.6%) (7.4%) (100.0%) (43.2%) (56.8%)

2,917 2,903 2,816 87 14 14 0

(100.0%) (97.0%) (3.0%) (100.0%) (100.0%) (0.0%)

6,200 6,197 6,127 70 3 1 2

(100.0%) (98.9%) (1.1%) (100.0%) (33.3%) (66.7%)

4,484 3,507 3,199 308 977 504 473

(100.0%) (91.2%) (8.8%) (100.0%) (51.6%) (48.4%)

419 370 351 19 49 24 25

(100.0%) (94.9%) (5.1%) (100.0%) (49.0%) (51.0%)

136 69 43 26 67 36 31

(100.0%) (62.3%) (37.7%) (100.0%) (53.7%) (46.3%)

2,999 2,889 2,500 389 110 30 80

(100.0%) (86.5%) (13.5%) (100.0%) (27.3%) (72.7%)

3,469 3,445 3,415 30 24 2 22

(100.0%) (99.1%) (0.9%) (100.0%) (8.3%) (91.7%)

3,142 3,133 2,815 318 9 1 8

(100.0%) (89.8%) (10.2%) (100.0%) (11.1%) (88.9%)

7,627 7,617 6,438 1,179 10 3 7

(100.0%) (84.5%) (15.5%) (100.0%) (30.0%) (70.0%)

3,959 2,940 2,818 122 1,019 661 358

(100.0%) (95.9%) (4.1%) (100.0%) (64.9%) (35.1%)

346 278 195 83 68 53 15

(100.0%) (70.1%) (29.9%) (100.0%) (77.9%) (22.1%)

3,752 3,752 3,380 372 0 0 0

(100.0%) (90.1%) (9.9%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

15,237 11,623 10,261 1,362 3,614 1,314 2,300

(100.0%) (88.3%) (11.7%) (100.0%) (36.4%) (63.6%)

115,670 109,294 100,445 8,849 6,376 2,821 3,555

(100.0%) (91.9%) (8.1%) (100.0%) (44.2%) (55.8%)

※（ ）内は各議案の計に対する割合

役員賞与

役員報酬

②投資対象国の一部

監査役の選任
（社外監査役を含む）

会社提案

議案

行使国

行　使
総件数

取締役の選任
（社外取締役を含む）

①すべての投資対象国

※売買制限等の理由により、不行使となった１２，５０９件は含まない。

定款変更に関する議案

合 計

剰余金の配当

自己株式取得

合併・営業譲渡・譲受、会
社分割等

資本政策に関
する議案
（定款変更に関
する議案を除
く）

買収防衛策
(ライツプラン)

事前警告型

※賛成には白紙委任４４件、反対には棄権１，５４８件を含む。

その他議案

会社機関に関
する議案

役員報酬等に
関する議案

財務諸表・法定報告書の承
認

その他の議案

退任役員の退職慰労金の
贈呈

ストックオプションの付与

会計監査人の選任

株主提案

行使
件数計

賛成 反対
行使
件数計

賛成 反対



13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

132件 1872件 2594件 5377件 12917件 16840件 16907件 14009件 15472件

0.5% 2.2% 2.8% 3.6% 8.1% 12.1% 10.3% 10.2% 8.7%

15件 38件 48件 89件 57件 41件 76件 37件 42件

2.2% 3.7% 5.8% 8.0% 6.9% 6.3% 7.0% 3.5% 3.1%

412件 2336件 1513件 2453件 3571件 4299件 5770件 6427件 8849件

5.8% 9.9% 4.6% 5.0% 5.7% 5.4% 6.2% 6.5% 8.1%

123件 381件 999件 907件 1074件 1724件 1669件 1745件 2821件

25.8% 15.2% 28.0% 14.4% 24.7% 31.7% 29.5% 29.7% 44.2%

外国株式

会社提案に反対・棄権

株主提案に賛成・白紙委任

議決権行使件数　年度比較（4月～6月期）

国内株式

＊会社提案に対する反対等件数、株主提案に対する賛成件数の年度比較

会社提案に反対・棄権

株主提案に賛成・白紙委任




